
行政機関
（国・地方公共団体等）
・旅券の発給申請
・厚生年金、国民年金の支給
・恩給、共済年金の支給
・司法試験
・建設業法による技術検定

等
※ 提供先及び利用可能事務は法律又は

条例で限定

既存構成

Ｃ
Ｓ

既存住基
システム

Ｆ
Ｗ

Ｃ
Ｓ

既存住基
システム

Ｆ
Ｗ

Ｃ
Ｓ

既存住基
システム

Ｆ
Ｗ

Ｃ
Ｓ

既存住基
システム

Ｆ
Ｗ

Ｃ
Ｓ

既存住基
システム

Ｆ
Ｗ

住民票の写し

住住 民民

住民票の写し

窓
口
等
で
の
申
請
・届
出

ま
た
は

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る

電
子
的
な
申
請
・届
出

不
要

※ＣＳ（コミュニケーションサーバ） 各市町村に既に設置されている住民基本台帳事務のための
コンピュータと住民基本台帳ネットワークシステムとの
橋渡しをするために新たに設置するコンピュータ

※ＦＷ（ファイアウォール） 不正侵入を防止するコンピュータ

Ｃ
Ｓ

既存住基
システム

Ｆ
Ｗ

新規構成

Ｆ
Ｗ

Ｆ
Ｗ

事務の処理に関し、
求めがあったときに限り、
保存期間に係る
本人確認情報(*)を提供

専用回線網

専用回線網

※本人確認情報
４情報（氏名・住

所・生年月日・性別
）、住民票コードと
これらの変更情報

住民の利便の増進と国及び地方公共団体の行政の合理化に資するため、住民基本台帳を
ネットワーク化し、全国共通の本人確認ができるシステムを構築。電子政府・電子自治体の基
盤として不可欠。

《市町村》 《都道府県ネットワーク》 《全国ネットワーク》

指定情報処理

機関のサーバ

Ａ県のサーバ

Ｂ県のサーバ

Ｃ県のサーバ

不
要

Ｆ
Ｗ

Ｆ
Ｗ

Ｆ
Ｗ

Ｆ
Ｗ

Ｆ
Ｗ

Ｆ
Ｗ

Ｆ
Ｗ

Ｆ
Ｗ Ｆ

Ｗ

Ｆ
Ｗ

住民基本台帳ネットワークシステム
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